
一般会計　補正額 6,700万円

補正後 3,829億1,250万2千円

１　性質別内訳 （単位：千円）

補正前の額 構成比％ 6月補正額 伸率％ ６月補正後 構成比％

344,608,419 90.0 61,860 0.0 344,670,279 90.0

11,654,192 3.0 0 0.0 11,654,192 3.0

7,980,796 2.1 5,140 0.0 7,985,936 2.1

18,602,095 4.9 0 0.0 18,602,095 4.9

382,845,502 100.0 67,000 0.0 382,912,502 100.0

　

２　項別内訳 （単位：千円）

補正前の額 構成比％ 6月補正額 伸率％ ６月補正後 構成比％

１項 52,647,960 13.7 67,000 0.1 52,714,960 13.7

２項 126,427,278 33.0 0 0.0 126,427,278 33.0

３項 74,219,584 19.4 0 0.0 74,219,584 19.4

４項 85,642,636 22.4 0 0.0 85,642,636 22.4

５項 35,982,751 9.4 0 0.0 35,982,751 9.4

６項 2,623,854 0.7 0 0.0 2,623,854 0.7

７項 5,301,439 1.4 0 0.0 5,301,439 1.4

382,845,502 100.0 67,000 0.0 382,912,502 100.0

３　財源内訳 （単位：千円）

補正前の額 構成比％ 6月補正額 伸率％ ６月補正後 構成比％

186,287 0.0 0 0.0 186,287 0.0

11,673,314 3.0 0 0.0 11,673,314 3.0

67,476,817 17.6 4,800 0.0 67,481,617 17.6

177,147 0.0 0 0.0 177,147 0.0

2,166,363 0.6 0 0.0 2,166,363 0.6

582,522 0.2 0 0.0 582,522 0.2

7,110,500 1.9 0 0.0 7,110,500 1.9

293,472,552 76.7 62,200 0.0 293,534,752 76.7

382,845,502 100.0 67,000 0.0 382,912,502 100.0
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４ 事業内容（一般会計） 

 

 

（１）非常勤講師の加配【新規】（教職員課）                53,000 千円 

  虐待対応の強化に向け、市町村の福祉部門等と連携して、担任教諭が児童へのきめ細かな   

見守りやケアを行えるよう、授業の一部を代替する非常勤講師を小学校へ派遣します。 

 ［事業内容］ 

  非常勤講師の派遣（35人） 

 

 

 

 

（２）スクールソーシャルワーカーの増員（児童生徒課）             9,300千円 

（既定予算とあわせ 96,645千円） 

  児童を取り巻く環境や課題に適切に対応するため、専門的な知見を持つスクールソーシャル 

ワーカーを拠点校に配置してきたところですが、緊急性の高い困難事案にも迅速に対応できる 

よう、スクールソーシャルワーカーを各教育事務所にも１名ずつ配置します。 

 ［事業内容］ 

  ・児童・保護者等への支援 

  ・教職員向け研修の実施 

［配置先］ 

  各教育事務所（計5箇所） 

 

 

 

 

（３）教職員の対応力向上【新規】（児童生徒課）              4,700千円 

  教職員が不当な圧力等に毅然と対応できる体制の構築に向け、スクールロイヤーを活用した 

法的相談等を実施します。 

また、虐待の早期発見・早期対応に資するチェックポイント等を記載した教職員向けリーフ 

レットを作成・配付し、各学校において校内研修等を実施します。 

 ［事業内容］ 

  ・スクールロイヤーを活用した法的相談・研修 1,700千円 

  ・教職員向けリーフレットの作成       3,000千円 


